不法行為における416条の類推適用について by 松浦 以津子
































































































































時(大正 12年4月28B)から 2年数か丹後の最高価格時の持{此 i)滅失時に
存在した大正 12年 5丹から 12丹までの傭船契約の賃貸料，および， ii)将
来の 3年間(大IE13年から 15年)の賃貸料，であった11)。
原審は， i)船の滅失時の時{札 i)滅失時に存在した関年中の傭船契約の

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































7) 最芋u平成 5・9・9交通民集 26・5・1129'fIJ持 1477・420












































































34) 裁判所持事長 1172・2判持 15i2・53判タ 914・1000
35) 民集 9・1164
36) 大審院裁判例 9・災 1250
3i) 判決理由中lこ密警丸事件判決を引用している判例は，少ない。以下において，鎖
次検討するが，大判昭和 5・12・20民集9・1164(本判決)，大判昭和 12・2・23新聞

























































48) 民集 11・1・liOc 本判決の事実関係は，次のとおりである。
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原告所有の船舶の所有権が，競売によって，原告より訴外八へ更に Aより被告へ
と移転した。原告は，Aの本件船般競務手続に液疫があったことを理由に競売の然
効を主張して，前訴で，被告に対して，所有権確認，船舶51i度の請求訴訟を提起し
た。前訴第一答では原告が敗訴したが，第二審および大雪普段で原告勝訴となり，原
告が本件船舶の所有権'5:'手ぎすることが確定した。しかし，被告は前訴第二審係属中
に紛磁をと言fF外 B(こ売却処分してしまっていた。船舶は，逓信省によって戦時使用さ
れたために，前言fFが協定して所有権に基づいて原告が紹和二十三年に強総執行をし
たときには，鉛舶の主機線機腐呉等が存在しない状態、であち，僅かに残存する外板
および甲板のみが涼告に引き渡されたG
そこで，原をきが被告に対して，被告が訴訟係潟ゃに売却処分したことが不法行為
であると主張して，損害賠償を諮求した。争点、の一つが，立i害額のf，i定の基準時で
あった。
原警は， I損蓄額は引i度執行の持'5:'基準とすべきであるj とした。これに対して，
被告は，損害賠償の基準時は不法行為時であ弘前認の判決確定時に不法行為が発
生していると言うことができるので，喜苦言fFの判決確定時の船舶の価格について賂後
義務を負う， と主張して上告した。
最高裁は， Iおよそ不法行為による物の滅失，毅援に対する現実の損害賠僕額は，
特段の事自のない限り，滅失望受損当時の交換価格によりこれを定むべきである(大
判，民jftl事，大正一五，五，二二，民集三八六1'i参照)J と述べて， J]主主善が船舶の滅
炎，塁走損の時期，および滅失段損当時におけるその{降格を確定せずに，引渡執行の
i待を基準として損答賠償を命じたことについて，誤りであると判断した。
不法行為における 416条の類推適用について
富義丸事件の場合{こは， J最うたある船長告の運航によって衝突が発生し紛が沈没する
という損答が発生しておち，不法行為時と物の滅失致摂善寺はi司ーであるが，ヱド事例i
においては不法行為時と物の滅矢野寺は別であり， しかも不法行為時カ1いつであるか
という争点も存在する。これらの問題に対して，本判決{ま， E言寄丸事件判決令引用
して， t員答賠償額は滅失終の持{阪が綴害賠後室買となると'fiJt訴したものである。
49) [1-(D]の事災関係を検討対象としない潔白については，本橋 1231'[参照。
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